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１．提言の趣旨

２．公共施設をめぐる潮流
・インフラ基盤の充足されつつある現在では、公共投資の抑制などにより
　その比率は年々低下したが、ストックされた資産は膨大。
・一方、その大量の社会資本ストックの維持・保全のための財源が枯渇
　するという新たな問題。

・一部の自治体では老朽化が50％に達するほど進展。
・資金手当率が10％程度で低い。
・施設白書においては、教育施設の面積が多く、老朽化も進展。

（１）次世代負担比率の増大

提言実施後のあるべき姿　まちづくりと一体の施設再整備遂行

・公共施設の統合や民間施設との共同開発など、まちづくりと一体となった
　面的な検討が不可欠。
・近隣の民間企業のＣＲＥ戦略との連携や道路等の基盤整備や容積率の
　緩和などの都市計画手法の活用。
→適正な量の公共施設を効率よく再整備することが可能。

ＪＦＭＡの提言　その１　資産の棚卸と適正化

・現状施設の棚卸：「現在余剰」「将来余剰」「所有・活用」に３分類。
・設備更新による長寿命化や民間との共同利用など様々な工夫。
・所有活用施設は耐震補強実施やアスベスト対策等緊急課題の解決。

ＪＦＭＡの提言　その２　新しい公会計の活用
・ストックされた公共施設の減価償却費相当分を当面の修繕費用へ。
・新しい施設の建設では、中長期に必要な保全費用を関係者で認識
　するとともに、住民に情報開示。

提言実施後のあるべき姿　道州制の導入に効果的に貢献

３．公共施設が直面する課題
　　（JFMAによる公共施設の視える化実態調査）

・少子高齢化、労働力不足の進展、経済活力の低下。
・公共施設等の社会資本ストックの維持にも影響。
→公共建築物における良質なストックの維持と継承を目的に、そのための
　　方策を提案する。
→用途転換や統廃合などによる総量の調整、設備などの更新による
　　長寿命化や民間との共同利用など様々な工夫が必要。

（３）老朽化の進展

・公共施設は長年にわたって使用。受益者負担の観点から長期的な
　債務の活用は必要。
・長年にわたる多額の公共工事を債務で賄っていた場合や、債務の
　返済が滞る場合には、次世代の負担が増大する危険性大。

（２）維持コストの増大

・歳入・歳出のみを計上する従来の公会計では、減価償却の考えが欠落
・施設の大規模な修繕実施の都度、予算を申請している現状。
・本調査では、維持費が自治体の公共投資一年分に相当するところ
　もある。

・総量縮減等のニーズが顕在化するので、提言の実施が必須。
・公共施設のマネジメント業務の体系化や標準化、効率良い組織
　体制を伴うものが必要。
・施設情報の標準化や共有化なども必要。

ＪＦＭＡの提言　その３　認定ファシリティマネジャーの活用
・公共施設は、自治体の関係部門（インハウス）が中核となって、計画立案
　や運用管理を遂行。
・認定ファシリティマネジャーは唯一インハウス業務を対象とする専門資格。
・自治体関係者の当該資格取得並びに公共施設の運営管理業務の
　有資格者への委託の推奨。
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